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【取組の内容】 

    

    

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 取組事例名 

・官民学協働による企業説明会等の取組み 

２ 取組期間 

・平成 29年 7月～（継続中） 

３ 取組概要 

進学や就職による若者の流出が著しいため、若者やその保護者等に人口減少の現状や意外と知られていな

い地元企業について知ってもらう機会を作ることで、地元に住み続けたい、地元で働きたいと思ってもらい、

若者の流出に少しでも歯止めをかける。 

４ 背景・目的 

・平成２９年７月、財務省福岡財務支局から鹿島市地方創生担当理事として出向。着任以降、鹿島市内の

団体機関や企業に対し挨拶周りで訪問した際、各方面から「交流人口は年間３００万人を超えるものの、

市内の市内の市内の市内の若者流出が著しい若者流出が著しい若者流出が著しい若者流出が著しい」との悩みや声が多くの訪問先で聞かれたところ。 

・しかしながら夢や希望を持つ若者を引き止めることは出来ず、そうであるならば、「若者自ら鹿島市や佐

賀県に住み続けたい、働き続けたいと思って貰う事が大事だ」と考え、直接「若者のハートに訴える必要

があるのではないか」「保護者や市民に訴える必要があるのではないか」と思い、近隣の４高校に「日本

の人口減少や佐賀県の実情などを生徒に伝える機会を頂けないか」と相談したところ、学校側も「佐賀県

全体の若者流出に危機感を感じているところだ」と聞き、快諾を得たことから近郊の高校と調整し、講演

を実施。 

・佐賀県鹿島市をあらゆる側面かあらゆる側面かあらゆる側面かあらゆる側面から応援ら応援ら応援ら応援するため、派遣元である財務省及び財務省福岡財務支局を大いに

活用。 

「「「「行革甲子園行革甲子園行革甲子園行革甲子園2018201820182018」」」」エントリーエントリーエントリーエントリーシートシートシートシート 
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５ 取組の具体的内容 

（１） 各高校に対する地方創生の講演 

平成２９年１０月～１１月にかけて、鹿島市近郊４高校の生徒 1,451 名及び教師に対し講演を実施。       

①地方創生の概要、②イノベーションを起こす必要性、③成長戦略である「未来投資２０１７」の概要、

④市内に多く所在する「ものづくりの中小企業」の概要、⑤「郷土の素晴らしさ」などについて説明。 

    

≪各高校に対する地方創生の講演のアンケート結果≫ 

 

    

（２） 市内の団体機関及び保護者の集まりに対して、平成３０年３月６日に地方創生全体概要について講和

を実施。 
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（３） 平成２９年８月に、市内の経済界に対して、財務省主計官による「日本の財政について」の講演と、

講演後に経済界と財務省との意見交換を実施。 

 

（４）平成２９年１１月に、市内の中学校生徒に対して、財務省福岡財務支局による「財政教育プログラム」

を実施。 

 

（５）財務省政策広報誌「ファイナンス」へ鹿島市の地方創生に対する取組みを寄稿。７月発行予定。 

（６）月刊経済紙「コロンブス」による地方創生についての取材。８月号、９月号連載にて掲載予定。 

（30 年 5月 29 日～30 日で取材を受ける） 

（７）鹿島市近郊４高校の生徒 1,451 名のアンケート結果を受け、市としては初めてとなる高校２年生を対

象とした「企業説明会」を平成３１年２月６日に実施する。現在各関係機関と調整中。 
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６ 特徴（独自性・新規性・工夫した点） 

○講演関係（鹿島市で初めての取組み）（鹿島市で初めての取組み）（鹿島市で初めての取組み）（鹿島市で初めての取組み） 

・挨拶回り先から地方創生における鹿島市の問題点を直接ヒアリング。その問題点を解消するため、進学や

就職を控える高校生の参考となる内容（普通校⇒第４次産業革命やイノベーションの必要性等。実業校⇒市

内企業の概要や郷土愛等）の講演を実施。 

・市の教育委員会は中学校以下については管轄しているが、高校は県の教育委員会が管轄しているため、市

が高校に対して何か働きかけるような発想がそもそもなかった。これは無理のないことだと思い、「よそ者」

である理事が派遣後、風穴を開ける。 

・生徒からのアンケート結果や講演内容については、プレス発表、市報、ＨＰ掲載、市内中小企業への配布、

鹿島市公式のＬＩＮＥ＠アカウントでまちの情報として発信するほか、ケーブルテレビでも放映するなど、

伝える手法に工夫を凝らした。 

・「鹿島市ＰＴＡ連合会活動研究会」の席上、市長から「高校生をはじめ、市民へも地方創生の講演を理事が

行う」旨、呼びかけを行うほか、教育委員会が定例的に実施する「校長会」においても同様の内容で呼びか

けを実施。担当である理事は各小学校、中学校、高校を戸別訪問及び文書案内にて講演を行っていくことを

伝えることに傾注。 

○財務省主計官による講演及び経済界との意見交換（鹿島市で（鹿島市で（鹿島市で（鹿島市ではははは初めての取組み）初めての取組み）初めての取組み）初めての取組み） 

○財務省福岡財務支局による市内中学校への財政教育プログラムの実施（鹿島市で（鹿島市で（鹿島市で（鹿島市ではははは初めての取組み）初めての取組み）初めての取組み）初めての取組み） 

７ 取組の効果・費用 

≪効果≫ 

○講演関係 

・生徒からは「ＡＩなど第四次産業革命の講演は、今後の人生でターニングポイントになり、最も大事な

話だった」「地元を盛り上げる必要性を感じた。若い世代が意見を持ち寄り話し合いたいと思った」「地方

圏の人口減少に驚いた。県内で就職して地元を活気づけたいと思った」などの感想があった。教師からも

「生徒に講演を行ってくれる講師は数多くいるが、地元企業の素晴らしさなどを生徒に伝えてくれた講師

は初めてだ」など生徒や先生たちから大変好評を得たところ。 

・アンケート結果を見た市民から、理事宛に「学生に対する講演は、今後この地域の未来を左右する非常

に重要なこと。全面的に賛同する。是非一度お会いし、意見交換をさせていただきたい」と励ましのメッ

セージを頂く。 

・講演を受けた生徒からも「将来、佐賀の活性化に関わる仕事をしたいと考えている。今回の講演は、佐

賀の実情を知ることができ、興味深く聞かせていただいた。私は今、入試のため将来に関する情報を集め

ている。よろしければ、もっと詳しく地方創生についてお話を聞きたいと思う。時間を作って頂けないか」

との問い合わせを受ける。 

・このように、人口減少への問題意識が高まり、また地元にも高い技術を持った企業があるとの認識を持

ってもらうことができた。 

 

○財務省主計官による講演及び経済界との意見交換 

・意見交換においては、経済界から消費増税に伴う軽減税率、働き方改革、為替問題、事業承継等につい

て活発な意見が出るなど有意義な意見交換会となり、鹿島市の経済界から歓迎の意を受ける。 

・国の取組みや日本の財政について、理解と関心を持ってもらう機会となった。 
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○財務省福岡財務支局による市内中学校への財政教育プログラムの実施 

・生徒からは、子育て支援に重点を置いた「日本の未来を育てる予算」や、所得税率を上げ教育費に配分

する方針を示した「さまざまな個人の才能が埋もれない、能力が発揮しやすい社会」の提案など、活発

な意見が出た。 

・日本の財政について、理解と関心を持ってもらう機会となった。 

 

≪費用≫ 
費用については、すべて無料。 
 

８ 取組を進めていく中での課題・問題点（苦労した点） 

○講演関係 

・学校側が非常に多忙なため、調整に時間を要した。 

・難しい講和内容を噛み砕いて分かりやすく説明を行うことや生徒が興味を持つような内容に絞り込むこ

とに苦労した。 

・今般の社会状況を鑑みると、学ぶべき教科内容のほか、道徳や倫理観、郷土愛などを子供たちに「伝え

ていく」ことが非常に重要であると認識。そのため今後、定期的に小学校、中学校、高校へ講演等の取組

を進めていくこととしているが、学校側が非常に多忙なため、その機会が得られるかが課題。 

９ 今後の予定・構想 

講演後のアンケートで、数多い生徒から「地元に就職して地域を活気づけたい」「地元を盛り上げたい」

と多くの声が寄せられたため、この要望に応えるべく、現在以下のことについて、理事が中心（鹿島市、鹿

島商工会議所、近隣の高等学校が協働）となって、「プラットフォーム」設立に向け連携して調整を行って

いるところ。 

（１）鹿島市及び商工会議所が一体となって、高校２年生を対象に「企業説明会」を実施する。 

（２）総務部理事が毎年近隣の高校、中学校３年生に講演を行う。 

（３）平成２９年度から実施している小学生の市内企業訪問を継続して実施していく。 

設立後には市、商工会議所、近隣の高等学校３者合意のもと「記者発表」を行い、市報に掲載するなど、

見える「かたち」を披露することで市民に喜びや安堵感を少しでも感じて頂きたいと思っている。 

なお、上記（１）については、平成３１年２月６日に実施決定。（鹿島（鹿島（鹿島（鹿島市では初の試み）市では初の試み）市では初の試み）市では初の試み） 

１０ 他団体へのアドバイス 

・あらゆる機会を通じて、住民や市・町内の生の声をトップヒアではなく事務レベルで聞くことが重要。 

・「若者流出」については、他団体も同様であると認識。積極的に若者と交流する機会を設け、大人から子

供へあらゆることを伝えていくとともに、子供たちの意見に耳を傾けることが必要。 
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１１ 取組について記載したホームページ 

・取組についてのホームページ上の記載（ＵＲＬ）：http://60.32.221.106/main/13154.html 

 

≪内容は以下のとおり。（ＮＯ１４⇒３、ＮＯ１５⇒４）≫ 
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